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第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり

４．主要分野ごとの改革の取組

１．成長戦略実行計画をはじめとする成長力の強化

（１）Society 5.0の実現

⑤ スマート公共サービス

（ⅰ）マイナンバーカードを活用した新たな国民生活・経済政策インフラの構築

Society 5.0社会の国民共有の基盤として、個人情報保護を徹底しつつ、マイナンバーカードの利活用を一層深化させる観点から、行
政サービスと民間サービスの共同利用型キャッシュレス決済基盤の構築を目指すこととし、マイナンバーカードの本人確認機能を活用
したクラウドサービスを発展的に利活用する。

具体的には、厳格な本人確認を行った利用者ＩＤを格納するマイキープラットフォームと自治体ポイント管理クラウドを官民で活用する。
民間の活力を最大限活用し、住民が自治体ポイントをキャッシュレスで購入できるようにするほか、将来的には、民間の各種ポイントと
の交換も検討する。こうした取組により、例えば、地域における移動支援や買い物支援、介護サポート等に自治体ポイントを使うことを
可能とするとともに、地域商店街の活性化にも資する政策展開を図る。

あわせて、国や地方公共団体が実施する子育て支援金など各種の現金給付をポイントで行うことも視野に入れ、関係府省や地方公
共団体と検討を進め、真に必要な国民に対して、きめ細かい対応を可能にするとともに、不正受給の防止、事務コストの削減など、効果
的な政策遂行にもつなげることを目指す。

消費税率引上げの際の消費平準化対策として、マイナンバーカードを活用した自治体ポイントの発行準備を進めた上で、上記のよう
な視点に立ち、対策実施後の将来的な拡張性や互換性も担保したナショナルシステムとしての基盤を目指し、官民でのタスクフォースを
立ち上げるなど、対策の進捗を踏まえて、具体的な在り方について検討を行う。

また、マイナンバーカードの健康保険証利用を進めるため、診療時における確実な本人確認と保険資格確認を可能とし、医療保険事
務の効率化や患者の利便性の向上等を図り、2021年３月から本格運用する。これに、全国の医療機関等ができる限り早期かつ円滑に
対応できるよう、2022年度中におおむね全ての医療機関等での導入を目指し、医療機関等の読み取り端末、システム等の早期整備を
十分に支援する。さらに、保険者ごとに被保険者の具体的なマイナンバーカード取得促進策を速やかに策定するとともに、国家公務員
や地方公務員等による本年度中のマイナンバーカードの取得を推進する。

安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、2022年度中にほとんどの住民がマイナンバーカード
を保有していることを想定し、国は市町村ごとのマイナンバーカードの交付円滑化計画の策定の推進と定期的なフォローアップを行うと
ともに必要な支援を行うなど、マイナンバーカードの普及を強力に推進する。あわせて、マイナンバーカードの利便性向上・利活用シー
ンの拡大を更に推進するとともに、社会保障の公平性の実現、行政の利便性向上・運用効率化等に向け、マイナンバーの利活用を図
る。

経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）抜粋
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マイナンバーカードの普及促進等のポイント
 国民がマイナンバー制度のメリットをより実感できるデジタル社会を早期に実現するため、マイナンバーカードの

普及、その利活用を強力に促進するとともに、マイナンバーの利活用を図る。
 関係府省庁が連携し、「マイナンバーカードを活用した自治体ポイントの実施」や「マイナンバーカードの健康保

険証利用の仕組み」など、マイナンバーカードの利便性を実感できる施策を順次実施する。
１．自治体ポイントの実施
 消費税率引き上げに伴う消費活性化策として令和２年度に予定されている自治体ポイントの実施にマイナンバー

カードを活用。
 マイキープラットフォームの改修や制度の具体化・広報、マイナンバーカードを活用したキャッシュレス基盤の構築等、

利用環境の整備等を着実に進める。

３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等
 安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和４年度中にほとんどの住民が
マイナンバーカードを保有していることを想定し、国は具体的な工程表を８月を目途に公表。市町村ごとのマイナン
バーカード交付円滑化計画の策定の推進と定期的なフォローアップを行うとともに必要な支援を実施。

 マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大。

２．マイナンバーカードの健康保険証利用
 マイナンバーカードの健康保険証利用の仕組みを令和3年3月から本格運用。
 全国の医療機関等ができる限り早期かつ円滑に対応できるよう、令和４年度中に概ね全ての医療機関での導入

を目指し、具体的な工程表を８月を目途に公表。医療機関等の読み取り端末、システム等の早期整備に対する
十分な支援を実施。

 令和４年度末までの具体的な移行スケジュールを含め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策を本年８月を
目途に公表。国家公務員や地方公務員等による本年度中のマイナンバーカードの取得を推進。

デジタル・ガバメント閣僚会議
（第４回）（令和元年6月4日）会議資料
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マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針（概要）
Ⅰ 基本的考え方
● 国民にマイナンバー制度のメリットをより実感していただけるデジタル社会を早期に実現するため、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤である
マイナンバーカードの普及とその利便性の向上等を図る。

● 社会保障の公平性の実現、行政の利便性向上・運用効率化等に向け、マイナンバーの利活用の促進を図る。

Ⅲ フォローアップ等
● 真に効率的・効果的な手法により実施。内閣官房は、各府省の施策の実施状況等を定期的にフォローアップし、デジタル・ガバメント閣僚会議に報告。

Ⅱ マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進
１．自治体ポイントの活用
（１）制度設計等（基本的な制度設計について、検討を加速し、結論を得次第、順次広報を実施。）
（２）環境整備（本年末までに、協議会への全地方公共団体の参加勧奨。マイキーID設定の簡素化、ID設定の支援、広報）
２．マイナンバーカードの健康保険証利用
（１）医療の質と利便性の向上等（確実な本人確認と保険資格確認、過誤請求防止、特定健診情報等の活用、薬剤費の節約、顔認証の活用 等）
（２）マイナンバーカードの健康保険証利用に向けた環境整備（マイナンバーカードの健康保険証利用を令和3年3月から本格運用。令和4年度中に概ね

全ての医療機関での導入を目指すこととし、具体的な工程表について、本年8月を目途に公表。令和4年度末までの具体的な移行スケジュールを含
め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策についても、本年8月を目途に公表。国家公務員及び地方公務員等については、本年度内にマイナン
バーカードの一斉取得を推進。)

（３）企業の総務事務の効率化の促進等（社員証、社員の健康管理、社会保険・税手続きのワンストップ化 等）
３．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等
（１）全市区町村における交付円滑化計画の策定・推進等(安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和4年度中

にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有することを想定し、具体的な工程表を8月を目途に公表。市区町村に対し必要な財政支援を実施。)
（２）全業所管官庁等を通じた計画的な取組と定期的なフォローアップ（全企業において必要な手続きが円滑に進むよう、フォローアップを実施。）
（３）マイナンバーカード申請・交付機会の拡大等（企業等への出張申請サービスの積極的展開、他の行政機関等（ハローワーク、税務署、運転免許セ

ンター、病院、介護施設、学校、郵便局、出入国在留管理局等）との連携強化による市区町村の出張窓口の設置（臨時措置））
（４）住民票作成時のマイナンバーカード申請手続き整備 （新生児、外国人等の住民票作成）
（５）取得申請事務の簡素化等（写真撮影、入力支援、平日夜間・休日の窓口開庁や臨時窓口の設置等）
（６）電子証明書等の更新への対応
４．マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大
①デジタル・ハローワーク・サービス、②デジタル・キャンパス、③納税手続きのデジタル化、④建設キャリアアップシステムとの連携、⑤各種カード、手帳等との一
体化等によるデジタル化、⑥公的サービス等での利用拡大、⑦マイナンバーカード読み取り対応スマートフォンの拡大等の公的個人認証の利便性向上

５．マイナンバーカードの安全性や利便性、身分証明書としての役割の拡大と広報等
６．マイナンバーの利活用の推進（情報連携の推進、金融機関等との連携、行政の効率化）

令和元年６月４日
デジタルガバメント閣僚会議決定
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ⅰ 医療機関等に提示

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利用者証明用電子証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得
加入者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開示システム）

①マイナポータルにアクセス
②オンライン資格確認の利用に同意 総務省

ピッ

○ 未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
・ 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入す

る保険者が変わっても個人単位で資格情報などのデータを一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証
として利用できる「オンライン資格確認」の本格運用を令和2年度に開始する。

○ 導入に当たっては、現在の世帯別の被保険者番号を個人単位にする「新被保険者番号」と共に整備。

情報提供ＮＷＳ

③自己情報表示で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加入者

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（赤矢印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（青矢印）

※PIN（暗証番号）あり

※PIN（暗証番号）なし
（注）PIN入力を要しない方式。

厚生労働省資料を基に改変

or

支払基金・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

支払基金・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利用者証明用電子証明書（シリアル）を登録

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

マイナンバーカードの健康保険証としての利用
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◆改正後の健康保険法（大正11年法律第70号） 【施行期日：公布の日から２年以内で政令で定める日】
（定義）

第三条 （略）
13 この法律において「電子資格確認」とは、保険医療機関等（第六十三条第三項各号に掲げる病院若しくは診療所又

は薬局をいう。以下同じ。）から療養を受けようとする者又は第八十八条第一項に規定する指定訪問看護事業者か
ら同項に規定する指定訪問看護を受けようとする者が、保険者に対し、個人番号カード（行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番
号カードをいう。）に記録された利用者証明用電子証明書（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認
証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）第二十二条第一項に規定する利用者証明用電子証明書をい
う。）を送信する方法により、被保険者又は被扶養者の資格に係る情報（保険給付に係る費用の請求に必要な情報
を含む。）の照会を行い、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により、保険
者から回答を受けて当該情報を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に提供し、当該保険医療機関等又
は指定訪問看護事業者から被保険者又は被扶養者であることの確認を受けることをいう。

（療養の給付）
第六十三条 被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行う。

一 診察
二 薬剤又は治療材料の支給
三 処置、手術その他の治療
四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護
五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

２ （略）
３ 第一項の給付を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる病院若しくは診療所又は薬

局のうち、自己の選定するものから、電子資格確認その他厚生労働省令で定める方法（以下「電子資格確認等」とい
う。）により、被保険者であることの確認を受け、同項の給付を受けるものとする。

４～７ （略）

「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」
令和元年５月15日可決・成立、５月22日公布（令和元年法律第９号）
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マイナンバーカードを活用した消費活性化策
○ 消費税率引上げに伴う駆け込み・反動減に対応して、中小・小規模事業者向けに、消費者へのポイント還元等の
支援策を実施した後、消費活性化のため、一定期間の措置として、マイキープラットフォームを活用して発行される自
治体ポイントへのプレミアムポイントの付与に対する支援を検討。実施に向けて、自治体によるマイキープラットフォームの
活用を促すなど、必要な環境整備を促進

○ 令和元年度予算においては、臨時・特別の措置として、マイナンバーカードを活用した消費活性化のための準備経
費を計上

① プレミアムポイント付与に必要となる既存シ
ステム改修等（自治体ポイント購入機能、
QRコード決済機能等）

② マイキープラットフォーム等に関する積極的
な広報、マイキーID作成支援や店舗募集等

2. 2019年度の取組

国による支援
（プレミアム分）

利用者

ポイント
利用

QRコード

QRコード決済で
ポイント利用

インターネットでお買い物(Ａ市の特産品)

Ａ市ポイント
前払分

Ａ市ポイント
プレミアム分

マイナンバーカードで
ポイント利用

Ａ市のお店でお買い物

＋

マイナンバーカード
を取得してマイキー
IDを取得

マイキープラットフォーム・
自治体ポイント管理クラウド

Ａ市ポイント

クレジットカード等で前払

検討している事業イメージ

自治体ポイントに対するプレミアムポイントの付
与、地域でのポイント利用（消費の活性化）

3. 2020年度の取組

・マイキープラットフォーム等の普及状況、事業者
の事務負担、利用者の利便性等を踏まえ、具
体的な制度内容を検討
・対策の実施により、ポイント還元等の支援策の
終了後においても、消費の活性化を継続実施

1. 対策の規模・効果

Ｒ元予算：119.3億円
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１．市町村職員・都道府県職員によるカード取得
・都道府県・市町村の共済支部・人事課が協力し、職場単位での申請取りまとめ、カード取得状

況把握、申請勧奨を行うことで、職員のマイナンバーカード取得を計画的に進め、本年度中に
被扶養者を含め共済組合員のカードの一斉取得を推進

・市町村の住民担当課において、必要に応じ、都道府県・市町村職員によるカード取得のための
出張申請受付を実施

２．来庁者への申請勧奨・申請受付
・市町村の庁舎入口に案内板・案内のための職員を設置し、全ての来庁者に対して、カードの申

請勧奨・申請窓口への誘導を実施

・転入手続や児童手当の認定、国保加入といった行政手続の際に、手続担当課から来庁者にカー
ドの申請勧奨・申請窓口への誘導を実施

→市町村の住民担当課において申請用の顔写真撮影を実施。身分証を携帯しておらず、本人確
認が行えない場合には、オンライン申請のサポート等の申請支援を実施

「マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」の政府決定
（令和元年６月４日デジタル・ガバメント閣僚会議）により、令和３年３月からマイナンバーカードの
健康保険証としての利用を開始し、令和４年度中には概ね全ての医療機関での利用環境の整
備を目指すこととされた。また、これを踏まえ、令和４年度中にはほとんどの住民がマイナ
ンバーカードを保有することを想定し普及を進めていくこととされた。
地方公共団体におかれては、円滑なカード取得の推進のため、以下の取組をお願いしたい。

円滑なカード取得に向けて取り組んでいただきたい事項
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３．出張申請受付の実施
・市町村の住民担当課において、庁内他部局や都道府県・警察、国の機関、地元企業や病院、自

治会、商業施設等に出張して行う申請受付を、調整が整った相手先から順次展開（事前の調
整・準備については平成31年１月配布のガイドブックを活用）

※ 出張申請受付等のモデル事業を本年８月以降予定している国の機関は別紙のとおり

４．住民への周知広報
・市町村の住民担当課や都道府県・市町村の国保担当課等において、マイナンバーカードの健康

保険証等への利活用拡大について広報を実施。広報紙等での周知のほか、本年８月以降、内閣
官房から提供予定の広報素材を活用し、窓口や公有施設等でのポスター掲示等による周知広報

５．交付円滑化計画の策定・進捗管理
・市町村の住民担当課において、本年８月を目途に国が策定する工程表・交付枚数想定を踏まえ、

各自治体の交付枚数の想定や、それに対応するための土日開庁や臨時窓口設置、出張申請受付
を含む交付体制増強のスケジュール等を定めた交付円滑化計画を市町村毎に策定し、月単位で
進捗を管理

※ 臨時窓口の設置や出張申請受付に要する経費については、個人番号カード交付事務費補助金で措置予定

６．健康保険証としての利用のための初期設定支援（令和２年度以降予定）
・市町村の国保担当課等が住民担当課と協力して、窓口等に端末を設置し、マイナンバーカード

取得者がマイナポータルを通じて健康保険証として利用するための初期設定を支援

※ 上記のほか、円滑なマイナンバーカード・電子証明書の更新のため、市町村の住民担当課において、転入時の
住民票記載手続等と併せて、確実にカードの記載事項変更や電子証明書更新を実施

※ 都道府県の市町村担当課において、上記の市町村の取組について必要な助言・情報提供

円滑なカード取得に向けて取り組んでいただきたい事項
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１．ハローワーク
・ハローワークにおいて、雇用保険受給説明会にあわせたマイナンバーカード交付

申請窓口の設置等をモデル事業として実施

２．運転免許センター等
・運転免許センター等において、運転免許証の更新手続の際に、免許証用の写真を

活用するなどしてマイナンバーカードの交付申請を市町村が受け付けるモデル事
業を実施

３．地方出入国在留管理局
・地方出入国在留管理局において、来庁する外国人に対して、マイナンバーカード

の交付申請等を周知するとともに、特に中長期在留外国人が多い地方出入国在留
管理局において、所在地市町村と連携して申請支援を行うモデル事業を実施

※ モデル事業にご協力頂ける市町村は、総務省住民制度課までご連絡ください

※ 上記のモデル事業のほか、全国の税務署において、確定申告等の機会に申請窓
口の設置等を行う

※ 国の機関のほか、病院や介護施設、学校、郵便局等においても出張申請サービ
ス等を推進

（別紙）出張申請受付等のモデル事業を予定している国の機関
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マイナンバーカードの円滑な取得に向けた取組について（依頼）（令和元年６月28日発出）
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マイナンバーカードの円滑な取得に向けた取組について（依頼）（令和元年６月28日発出）
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デジタル手続法※（令和元年５月31日公布）の概要①

①行政のデジタル化に関する基本原則等（行政手続オンライン化法の改正※）

情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則

※法律の題名を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法）」に変更

国、地方公共団体、民間事業者、国民その他の者があらゆる活動において情報通信技術の便益を享受できる社会の実現

行政手続における情報通信技術の活用 デジタル化を実現するための情報システム整備計画

民間手続における情報通信技術の活用の促進

• 行政手続（申請及び申請に基づく処分通知）について、
オンライン実施を原則化（地方公共団体等は努力義務）

• 本人確認や手数料納付もオンラインで実施
（電子署名等、電子納付）

• 行政手続に関連する民間手続のワンストップ化
• 法令に基づく民間手続について、支障がないと認める場合に、
オンライン化を可能とする法制上の措置を実施

• オンライン原則や添付書類の撤廃を実現するための
情報システム整備計画、データの標準化、API（外部連携機能）の整備、
情報システムの共用化

行政手続のオンライン原則

添付書類の撤廃
• 行政機関間の情報連携等によって入手・参照できる情報
に係る添付書類について、添付を不要とする規定を整備
（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や
本人確認書類（電子署名による代替）等を想定）

行政手続の原則オンライン化のために必要な事項

• 情報通信技術の利用のための能力等の格差の是正
（高齢者等に対する相談、助言その他の援助）

社会全体のデジタル化

情報通信技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化・効率化を図るため、
①行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項を定めるとともに、
②行政のデジタル化を推進するための個別分野における各種施策を講ずる。

※正式名称：情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための
行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第16号）

デジタル・デバイドの是正

①デジタルファースト：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する
②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要とする
③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する

デジタル化の基本原則
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②行政のデジタル化を推進するための個別施策

• 罹災証明書の交付事務等の個人番号利用事務への追加
• 社会保障分野の事務の処理のために、情報連携の対象の事務や情報を追加

個人番号利用事務及び情報連携対象の拡大（マイナンバー法）

（住民基本台帳法、公的個人認証法、マイナンバー法）

デジタル手続法の概要②

• 国外転出者の本人確認情報の公証 （戸籍の附票の記載事項の追加・記載された本人確認情報の保存・提供）
• 国外転出者による公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用
→ 国外転出者による公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードを活用したオンライン手続・本人確認の実現

本人確認情報の保存及び提供の範囲の拡大（住民基本台帳法）
公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用者の拡大（公的個人認証法、マイナンバー法）

• 本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証 （住民票等の除票を除票簿として保存・安全確保措置等）
→ 情報通信技術を活用した個人の識別・認証を将来にわたり実現（オンライン手続・本人確認、添付書類省略の前提）

本人確認情報の保存及び提供の範囲の拡大（住民基本台帳法）

• 利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）
• 個人番号カードへの移行拡大（通知カードの廃止）

公的個人認証（電子証明書）・個人番号カードの利用者・利用方法の拡大（公的個人認証法、マイナンバー法）
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国外転出者に関する手続のオンライン化
◆ マイナンバーカード・公的個人認証は、住民票を

基礎とした制度。 国外に転出して住民票が消除さ
れると利用できない現状

◆ 国外に滞在する日本人の増加
H29：約135万人（外務省調べ）

【デジタル手続法】 住民基本台帳法等の一部改正部分 概要

背景・必要性 本改正における対応

社

会

の
デ

ジ

タ

ル
化

へ
の
対

応

情報システムを活用した行政事務
（マイナンバー制度等）拡大への対応
◆ 住民票は、マイナンバーや住民票コードを記載

した原本。長期かつ確実な保存が必要

土地所有問題等への対応
◆ 過去の居住関係の公証が必要

マイナンバーカードの取得の促進
◆ 通知カードからマイナンバーカードへの移行促進

オンライン本人確認手段の利便性向上

◆ オンライン手続・サービスの多様化
◆ マイナンバーカードの健康保険証としての活用が

2020年度から本格運用開始予定

○ 利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大
（暗証番号入力を要しない方式） 【公的個人認証法改正】

○ 個人番号カードへの移行拡大（通知カードの廃止）
【マイナンバー法改正】

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

○ 本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証
（除票の除票簿への保存等） 【住民基本台帳法改正】

施行期日：公布の日から20日が経過した日
（５年超保存する除票の写し等の交付については、公布の日から３年以内で
政令で定める日から適用）

○ 国外転出者の本人確認情報の公証
○ 国外転出者による公的個人認証（電子証明

書）・個人番号カードの利用
（国外転出後も利用可能な「戸籍の附票」を認証基盤に活用）

・戸籍の附票の記載事項追加、附票ネットワーク（仮称）構築
【住民基本台帳法改正】

・国外転出者の個人番号カード・公的個人認証の発行等
【マイナンバー法・公的個人認証法改正】

施行期日：公布の日から５年以内で政令で定める日

保存期間延長を政令改正で措置
（現行）５年間⇒（改正後）１５０年間
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○ マイナンバーカード・公的個人認証は、住民票を基礎とした制度。住民票は国外転出時に消除されるため、
国外転出者は利用できない現状

○ 国外に長期滞在する日本国民が増加

○ デジタル化の進展により、官民のオンライン手続が多様化しており、国外転出者についてもインターネット上
で確実な本人確認を行うニーズの高まり

改正の背景

① 戸籍の附票の記載事項の追加
【現行】氏名・住所⇒【改正後】４情報・住民票コード

② 附票ネットワーク（仮称）の構築
ⅰ） 国の機関等に対し、国外転出者の本人確認

情報を提供

ⅱ） 国外転出者のマイナンバーカード・公的個人
認証の発行等に本人確認情報を利用

住民基本台帳法の一部改正

国外転出後も利用可能な「戸籍の附票」を個人認証の基盤として活用し、
国外転出者によるマイナンバーカード・公的個人認証（電子証明書）の利用を実現

① 国外転出者に対する電子証明
書発行の実現
ⅰ） 附票管理市町村長を経由してJ-LISが発行

ⅱ） 国外転出時の特例（最終住所地市町村長
を経由して発行することで国外転出しても継続
有効 等）

② 国外転出者の電子証明書の失
効事由の整備
ⅰ） 附票ネットで死亡等を覚知した場合に失効

公的個人認証法の一部改正 マイナンバー法の一部改正

① 国外転出者に対するマイナン
バーカード発行の実現
ⅰ） 附票管理市町村長が発行

ⅱ） 国外転出時の特例（最終住所地市町村長
が記載事項変更を行うことで国外転出しても継
続有効）

【デジタル手続法】

国外転出者によるマイナンバーカード・公的個人認証の利用関係 改正概要

施行期日：公布の日から５年以内で政令で定める日

＜参考＞ ・国外に滞在する日本国民 約135万人（平成29年）
※住民基本台帳法制定時の昭和40年代前半と比較して約４倍

・年間に出国する日本国民 約17万人（平成29年）

例） ・マイナポータルの利用 ・年金の現況届等の手続もオンラインで可能に
・将来的には在外投票におけるインターネット投票
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本人確認情報の長期かつ確実な保存のため、住民票等を消除した後も「除票」として保存

① 「除票（簿）」、「戸籍の附票の除票（簿）」の位置付け

② 住民票の除票、戸籍の附票の除票の写しの交付等
の制度の明確化

③ 安全管理措置や不正取得に対する罰則等の保護措
置の規定
ⅰ）住民票の除票、戸籍の附票の除票についての市町村長の安全管理義務
ⅱ）偽りその他不正の手段による写しの取得への罰金等

公証基盤として制度上明確に位置付け
長期かつ確実な保存を実現

保存期間延長を政令改正で措置
（現行）５年間⇒（改正後）１５０年間

○ 住民票情報は情報システムを活用する行政事務の基盤（マイナンバーや住民票コードの原本）
例）マイナンバー制度の活用により、年金など長期にわたり個人情報をシステム上管理する事務が効率的に実現可能

○ 土地所有問題への対応など、現在の居住関係の公証につながる「過去の居住関係」が公証さ
れることへのニーズの高まり

例） ・土地所有者の探索 ・休眠預金の活用時の同一人性の証明 ・車の廃車や譲渡時の同一人性の証明 等

○ 市町村によっては、法令の保存期間を超えて保存し、条例に基づき「写し」の交付を行ってい
る現状に対応

【デジタル手続法】

本人確認情報の長期かつ確実な保存（除票の除票簿への保存等）関係 改正概要

改正の背景

◆経済財政運営と改革の基本方針2018／未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）

所有者不明土地等について、基本方針等に基づき、期限を区切って対策を推進する。（略）また、住民票等の除票の保存期間の延長につ
いても引き続き検討する。

住民基本台帳法の一部改正

施行期日：公布の日から20日が経過した日
（５年超保存する除票の写し等の交付については、公布の日から
３年以内で政令で定める日から適用） 16



電子証明書のうち利用者証明用電子証明書について暗証番号入力を要しない利用方法を導入

○ 特定利用者証明検証者の認可制度の創設

・総務大臣による事前認可・変更認可（認可及び認可取消しの基準）
・特定利用者証明検証者証明符号の授受
・特定利用者証明検証者証明符号の適切管理義務・目的外利用の禁止、秘密保持義務
・総務大臣による報告徴収

○ デジタル化に伴う公的個人認証（電子証明書）の利用範
囲拡大を見据え、利用方法の多様化が必要

○ マイナンバーカード・公的個人認証の健康保険証としての
活用が2020年度から本格運用開始予定

→ 医療機関窓口では、多様な疾患を持つ患者の本人確認
を円滑に行うことが必要

【デジタル手続法】

利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）関係 改正概要

改正の背景

公的個人認証法の一部改正

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

署名用電子証明書

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日
発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

利用者証明用電子証明書

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用
公開鍵

・４情報なし
・マイナポータルのログイン等
・利用に４桁の暗証番号

・４情報あり
・電子申告（eTax）等
・利用に６～16桁の暗証番号

17



「通知カード」と記載事項変更等の手続を廃止し、負担軽減とマイナンバーカード普及を実現

① マイナンバー付番後は、通知カードに依らず、「通知」する

② 通知カードの記載事項変更等の手続を廃止

③ 施行日時点で交付されている通知カードは、その記載事項に変更がない又は正しく変更
手続きがとられている限りは、マイナンバー証明書類として利用（経過措置）

○ 制度施行後、全国住民にマイナンバーを通知するほか、まず必
要となる職場等へのマイナンバー提出時に証明書類として役割

○ 転居時等における記載事項変更の手続が、住民及び市町村職
員の双方に負担

○ デジタル化推進の観点から、公的個人認証が搭載されたマイナ
ンバーカードへの移行を早期に促していくべきとの議論

【デジタル手続法】

マイナンバーカードへの移行促進（通知カードの廃止）関係 改正概要

改正の背景

マイナンバー法の一部改正

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

℡ XXX-XXX-
XXX

表

裏
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【参考資料】



（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
✓顔写真付きの身分証明書として

➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での身分証明が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓インターネット等により、
どこからでも安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書を使って、全国のコンビニで住民票の写し等を受け取れ
るほか、口座開設などの大切な手続も、どこからでも安全にできる

✓今後、健康保険証としての利用や、
海外からのインターネット投票も可能に

✓さらに、将来的には
ＡＩその他の様々な先端技術の活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

裏

交付無料
表

カードの
券面記載事項

ICチップ

マイナンバー
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マイナンバーカードは安全

大切な個人情報は入っていない

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されない。

なりすましはできない

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれない

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き身分証明書等での
本人確認があるため、悪用は困難。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

オンラインの利用には
マイナンバーは使われない
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コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票や戸籍など
が取得可能なサービスの拡大
(H30交付数：370万通)

⇒ R2年には、
対象人口１億人突破

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格
確認の本格運用開始（R3.3月～予定）

➣ 医療機関等での診療情報・調剤情報の閲覧等にも活用
（H29～ 実証中）

マイキープラットフォーム

マイナポータル

身分証明書としての利用

イベント等での活用職員証としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）での先行導入

➣ 民間企業の社員証としての利
用を働きかけ（H28.11～）
(H31.1～TKC,NECに続き
NTTComが活用開始) 
⇒ 官民問わず利用を更に拡大

➣ 子育て関連手続の申請・届
出などをワンストップ化し、プッ
シュ型お知らせサービスを提供
（H29.11～）

⇒ 対象手続を更に拡大

➣ マイナンバーカードを図書館
等で利用可能にし、各種ポイン
トを自治体ポイントに変換、商店
街等でも利用可能に（H29.9～）
⇒ 多機能化を更に充実・

反動減対策にも活用

利活用シーンを更に拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能に

新たな利活用シーンが次々とこれまでの利活用シーンを更に拡大

オンライン契約

➣ 住宅ローンや、不動産取引
などのオンライン契約での利用
（H29.4～）

⇒ 取引対象を更に拡大

スマートフォンでの利用カジノ入場時の管理

インターネット投票での活用

➣ 東京オリンピック等でのボラ
ンティア管理へ活用
（H30～ 実証中）

➣ コンサート等でもチケットの
不正転売防止へ活用
（H30実証）

➣ スマートフォンへの電子証明
書の搭載 （検討中）

➣ マイナンバーカード読み取り
可能機種が拡大中

（R元.6：79機種 iPhoneも対応
へ）

➣ カジノ施設への入場管理・依
存症対策での活用

➣ マイナンバーカードの海外利
用を可能とし、実証実験の結果
等を踏まえ在外選挙におけるイ
ンターネット投票を実現
（検討中）

➣ 運転免許証返納後にも利用で
きる顔写真付き身分証として活
用（R1.11～旧氏にも対応予定）

⇒ 取扱範囲を更に拡大

マイナンバーカードの利活用シーンの拡大
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累計数 １日当たり平均
（６月２１日～６月２７日）

１日当たり平均
（５月の１か月間）

申請受付数 １９，６２３，６９８ ９，７５４ ９，３５１

交付実施済
数

１７，２４８，８２２ ９，９１０ １１，０８３

【令和元年６月２７日（木）時点】

マイナンバーカードの申請・交付状況

（１日当たり平均は、土日祝日を除く）

約１３．５％ （交付実施済数 ／ 平成３０年１月１日時点の住基人口１２７，７０７，２５９人）
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区分
人口

（H30.1.1時点）
交付枚数

（H31.4.1時点）
人口に対する交付枚数率

全国 127,707,259 16,566,976 13.0％

特別区 9,396,597 1,679,322 17.9%
政令指定都市 27,445,782 3,831,387 14.0%

市（政令指定都市を除く） 79,815,668 9,900,565 12.4%
町村 11,049,212 1,155,702 10.5%

団体名
人口

（H30.1.1時点）
交付枚数

（H31.4.1時点）
人口に対する
交付枚数率

宮崎県都城市 166,409 48,481 29.1%
奈良県橿原市 122,945 29,996 24.4%

鹿児島県西之表市 15,681 3,648 23.3%
東京都港区 253,639 56,936 22.4%

東京都青梅市 135,248 30,316 22.4%
東京都台東区 196,134 43,677 22.3%
宮崎県串間市 18,904 4,160 22.0%
東京都中央区 156,823 34,260 21.8%
奈良県生駒市 120,596 26,132 21.7%
兵庫県芦屋市 96,373 20,645 21.4%

団体名
人口

（H30.1.1時点）
交付枚数

（H31.4.1時点）
人口に対する
交付枚数率

新潟県岩船郡粟島浦村 355 191 53.8%
大分県東国東郡姫島村 2,090 919 44.0%
茨城県猿島郡五霞町 8,740 3,116 35.7%
福島県双葉郡富岡町 13,260 4,213 31.8%
福島県大沼郡昭和村 1,294 394 30.4%

沖縄県島尻郡伊是名村 1,481 449 30.3%
沖縄県島尻郡北大東村 572 145 25.3%
福島県田村郡三春町 17,397 4,368 25.1%

奈良県吉野郡上北山村 520 130 25.0%
兵庫県加古郡播磨町 34,615 8,008 23.1%

１ 団体区分別

２ 区分別交付枚数率上位10位

【特別区・市】 【町村】

マイナンバーカードの交付枚数等 (平成31年4月1日現在)

23



都道府県名 総数（人口）
【H30.1.1時点】

交付枚数
【H31.4..1時点】

人口に対する
交付枚数率

北海道 5,339,539 574,695 10.8%
青森県 1,308,707 148,477 11.3%

岩手県 1,264,329 146,390 11.6%

宮城県 2,312,080 279,791 12.1%

秋田県 1,015,057 100,465 9.9%

山形県 1,106,984 101,926 9.2%

福島県 1,919,680 217,249 11.3%

茨城県 2,951,087 371,335 12.6%

栃木県 1,985,738 235,821 11.9%

群馬県 1,990,584 206,744 10.4%

埼玉県 7,363,011 941,438 12.8%

千葉県 6,298,992 896,477 14.2%

東京都 13,637,346 2,354,528 17.3%

神奈川県 9,171,274 1,507,574 16.4%

新潟県 2,281,291 209,440 9.2%

富山県 1,069,512 116,434 10.9%

石川県 1,150,398 111,776 9.7%

福井県 790,758 67,913 8.6%

山梨県 838,823 88,153 10.5%

長野県 2,114,140 221,914 10.5%

岐阜県 2,054,349 192,673 9.4%

静岡県 3,743,015 446,928 11.9%

愛知県 7,551,840 861,315 11.4%

三重県 1,834,269 198,526 10.8%

都道府県名 総数（人口）
【H30.1.1時点】

交付枚数
【H31.4.1時点】

人口に対する
交付枚数率

滋賀県 1,419,635 185,201 13.0%
京都府 2,563,152 329,184 12.8%

大阪府 8,856,444 1,289,175 14.6%

兵庫県 5,589,708 839,203 15.0%

奈良県 1,371,700 210,021 15.3%

和歌山県 975,074 96,103 9.9%

鳥取県 570,824 58,510 10.3%

島根県 691,225 79,948 11.6%

岡山県 1,920,619 203,526 10.6%

広島県 2,848,846 352,363 12.4%

山口県 1,396,197 179,276 12.8%

徳島県 757,377 78,526 10.4%

香川県 993,205 103,587 10.4%

愛媛県 1,394,339 145,216 10.4%

高知県 725,289 54,165 7.5%

福岡県 5,130,773 582,201 11.3%

佐賀県 833,272 90,404 10.8%

長崎県 1,379,003 185,908 13.5%

熊本県 1,789,184 223,096 12.5%

大分県 1,169,158 139,193 11.9%

宮崎県 1,112,008 196,187 17.6%

鹿児島県 1,655,888 192,689 11.6%

沖縄県 1,471,536 155,312 10.6%

３ 都道府県一覧

マイナンバーカードの交付枚数等 (平成31年4月1日現在)
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